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 一体化接合部の構成を図 1-2 に示す。2本の木材に直径 43mm，深さ 42mm の孔を設け，径
の異なる 2つの一般構造用鋼管を重ねて挿入する。径の大きい鋼管（以下，「外側鋼管」と
呼ぶ）は直径 42.7mm，板厚 2.3mm を用い，径の小さい鋼管（以下，「内側鋼管」と呼ぶ）は
直径 34mm，板厚 3.2mm を使用する。 
木に挿入された鋼管を，大型座金を介しトルシア型高力ボルトで締め付け，木材と鋼板
を一体化する。外側鋼管の高さが 43mm であるのに対し，内側鋼管の高さは木孔深さと同じ






















設計規準・同解説 65）において割裂耐力評価式が提示されているが，直径 12 から 24 ㎜程度
のドリフトピンやボルトを主対象としており，本工法のような大径接合具の端距離に応じ
た割裂耐力評価法は示されていない。また，接合具のめり込みによる繊維直交方向の支圧


















第 3 章 割裂破壊パラメータ評価実験 





第 4 章 割裂耐力評価実験 































































































2 ν           (2-1)―AIJ 式 
ここで，Pνは割裂耐力(N)，hpは有効木材幅，heは縁距離，h は梁せい(㎜)，Crは割裂破
壊パラメータ(N/㎜ 1.5)である。 
AIJ 式では Van der Put ら 12,13)により提案された破壊力学モデルに基づいた割裂破壊荷重
推定式(以下，「EC 式」)から割裂破壊パラメータ Crの算出方法が修正された。EC 式ではエ
ネルギー解放率 Gcとせん断弾性係数 Gを用いて(2-2)式より Crを算出するのに対し，AIJ 式
では(2-3)式により密度のみを用いる。 
6.0cr GGC                 (2-2) 




一方，AIJ 式では，安村ら 15,20)による実験割裂耐力の平均値の評価式 (以下，「Cr算出式」)









割裂耐力は端距離の影響を受けることが知られているが，EC 式と AIJ 式は，端距離や接




とした研究を表 2-1 に示す。また，各研究の概要を示す。 
 
表 2-1 調査対象 










































































































































して，E65 のスギ集成材と M16 ボルト(接合具径 d＝16mm)を対象とした割裂耐力評価実験を
行い，提案式の適用性評価を行った。割裂耐力評価実験では，端距離 5種(1d,2d,4d,6d,7d)，










   14221 5.0,,minmax,,min PPPPPPu     (2-5)     
























カマツ，カラマツ，スギ)，ボルト径 2 種(M16,M20)，端距離 4 種(4d,7d,9d,15d)の各組合
せ 3体，計 72 体行った。 
全ての試験体においてボルト孔の縁から繊維方向へき裂が進展していく様子が確認され
た。ボルト径，縁距離によらず端距離ごとに破壊性状が異なることが確認された。端距離
4d の場合はき裂発生と同時に破断する「脆性的な破壊」が確認され，端距離 9d 以上である
とき裂が徐々に進展していく「延性的な破壊」が確認された。端距離の増加に伴い，割裂
耐力の増加も確認された。ただし，M16 ボルトを用いた場合は端距離が 9d 以上であるとほ
ぼ一定の耐力を示す傾向が確認された。 


























図 2-2 接合具形式による影響 11) 
 















E                        (2-6) 







図 2-3 弾性床上の梁理論 
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ただし， 
d










kk   


















































































































































































表 2-2 調査対象 








































































その他 不明 ・接合部周辺と同じ分割数  







⽊-鋼棒間の摩擦係数 0.7※1 0.5 0.5 と 0.2※2 
実験結果との⽐較 
























※1 Smith,I.(1983) ”Coefficient of friction value applicable to contact surface between mild steel 












具径 dは 50 ㎜で，端距離が 3d と 7d の場合のせん断実験を各 3体行った。 
端距離増大に伴う最大耐力の増大が確認されており，端距離 7d では 3d の 1.5 倍の割裂
耐力となった。また，実験より得られた最大耐力は AIJ 式で算出した割裂耐力の約 1.1 か






実験値は小松式値の約 4倍の剛性を示していることが確認された(図 2-9)。 
 
図 2-8 摩擦接合型コネクタの構成 
 

























 AIJ 式の変数として含まれる割裂破壊パラメータ Crは，安村ら 15,20)により提案された Cr
算出式((3-1)式)を用いて簡易に算出可能である。 
438.403959.0  rC         (3-1)       
Cr 算出式は対象接合具径 12 から 24 ㎜，端距離 15d 以上の実験結果 20)に基づく実験式で
あり，式を用いて算出される値は下限値ではなく平均値である。 
本実験では，接合具径が大きい場合，端距離が小さい場合の Cr を評価する。本一体化接
合部の Cr を実験より算出し，Cr 算出式との整合性を評価する。また，端距離を実験の比較
変数とし，端距離が Crに与える影響を分析する。 
実験は安村ら 15,20)の実験方法に準拠し行った。図 3-1 に示すような梁中央部で繊維直交








         (3-2)       








F 2                     (3-3)             
 
(a) Van der Put らの概念                 (b) 安村らの Cr算出方法 




試験体形状と寸法を図 3-2 に示す。表 3-1 に各試験体の試験体形状および寸法を示す。
鋼板を木材で挟んだ 2 面せん断実験である。木材は無等級スギ材とし，鋼板は SS400 級鋼
材(t=6mm)を用いた。縁距離は 105 角木材の中心から縁までの距離を想定し，木材の上端か





までの距離（図 3-2 中 H1 と H2）を測定し，変位の平均を木材と鋼板のずれとした。また，
試験機荷重の 1/2 を接合部 1面あたりのせん断力とした。 
使用するスギ材は製材後，人工乾燥器により乾燥させたものを使用し，試験体加工前に
高周波含水率計(ケツト HM-520)により含水率を測定した。密度は試験体重量を試験体体積
で除して算出した。材料試験は JIS Z 210169)に準拠して行った。 
端距離を実験変数として，一体化接合部の外側鋼管径 d(＝43mm)を基準とし，4d，5.5d，
7d，8.5d の 4 種類とした。試験体数は各 3体の計 12 体である。 
 
図 3-2 2 面せん断実験試験体 
表 3-1 試験体 
端距離 材料寸法[mm] 
備考 



















より得られた荷重-変位関係を図 3-4 に示す。端距離 4d ではき裂発生後に耐力が急激に低
下したのに対し，5.5d 以上ではき裂発生後材端方向へ徐々にき裂が進展した。 
 
図 3-3 破壊の様子 
 






実験より得られた最大耐力 Fu，割裂破壊パラメータ Cr，また密度から Cr算出式を用いて
算出した Cr計算値を表 3-2 に示す。実験より得られた最大耐力から安村ら 15,20)の提案によ
る(3-3)式を用いて Cr を算出した。本実験と岩崎らの実験結果より(3-3)式を用いて算出し
た Cr（「Cr実験値」）と，(3-1)式を用いて算出した Cr（「Cr計算値」）の比較を図 3-5 に示す。
また，図 3-5 には岩崎ら 20)の実験結果も示した。本実験より得られた Cr実験値は岩崎らの
実験結果と概ね一致した。Cr実験値は Cr計算値の 1.0 から 1.7 倍であり，算出式は安全側
の評価となった。 







a 420 8.6 14.0
b 400 10.3 16.8
c 410 7.6 12.5
5.5d
a 400 9.0 14.8
b 460 8.6 14.0
c 460 8.4 13.7
7d 
a 400 9.5 15.5
b 490 9.4 15.4
c 470 10.1 16.6
8.5d
a 420 11.5 18.9
b 430 10.9 17.9
c 400 11.8 19.4
 
 






端距離と Crの関係を図 3-6 に示す。横軸は端距離，縦軸は Cr実験値の Cr計算値に対する
比である。端距離 5.5d から 8.5d では端距離の増大に伴い Crも増大するが，端距離 4d では



































試験体概要を図 4-1 に示す。木材は E70 級相当(ハンマー打撃法により得られた縦振動ヤ
ング係数が 6.4 から 8.3GPa)のスギ材(105 角)で，鋼板は SS400 級鋼材(t=6mm)である。油
圧式サーボ試験機を用い，加力速度 0.6mm/min で繊維直交方向に単調載荷した。縁距離は
木材の上端から 52.5 ㎜とした。治具下部から接合部下側までの変位(H1)と，治具下部から
鋼板下部までの変位(H2)を測定し，H1 と H2 の差の平均を接合具の変位とした。試験機荷重
の 1/2 を一体化接合部 1面あたりのせん断力とした。載荷は最大耐力の約 30%以上耐力が低
下するまで行った。実験変数である端距離は一体化接合部径 d(＝43 ㎜)を基準とし，2d，




















































図 4-3 破壊状況(試験体 4.5d-d) 
 
端距離 2d，7d，9d の一部試験体については変位の測定に不備があったため耐力の情報の












表 4-1 実験結果 
試験体 
ρ τLT Pν Pmax Pu5% δs δu 
kg/m3 kN/mm2 kN kN kN mm mm 
2d 
a 540 8.6 14.6 9.1 
4.8 
- - 
b 540 8.6 14.6 10.9 - - 
c 440 7.2 11.2 14.1 - - 
d 440 7.2 11.2 14.7 - - 
e 420 6.4 10.5 9.2 - - 
f 420 6.4 10.5 7.6 - - 
3d 
a 420 6.7 10.5 11.2 
8.5 
0.51 1.10 
b 410 6.7 10.2 12.5 0.80 1.10 
c 430 6.6 10.8 14.6 0.42 0.83 
d 430 6.6 10.8 11.5 0.59 1.02 
e 480 8.5 12.5 11.8 0.44 0.48 
4.5d 
a 460 7.7 12.9 14.5 
10.1 
0.38 1.18 
b 450 7.7 11.9 16.1 1.04 1.74 
c 400 5.9 11.5 13.0 0.73 1.09 
d 400 5.9 9.8 12.0 0.70 1.45 
e 460 8.1 9.8 15.8 1.11 1.83 
7d 
a 510 8.0 11.9 24.2 
13.1 
- - 
b 470 7.8 13.6 22.1 - - 
c 540 8.5 12.2 18.2 - - 
d 500 8.1 14.6 21.5 - - 
e 470 5.9 13.2 20.3 - - 
f 400 6.6 12.2 14.8 - - 
9d 
a 370 6.3 9.8 14.4 
11.7 
1.22 2.08 
b 430 8.3 8.8 18.8 - - 
c 420 5.8 10.8 13.9 0.73 1.48 
d 380 7.0 10.5 14.4 0.97 2.50 
e 460 5.9 9.1 16.7 - - 








で得られた Pmaxを，AIJ 式（(2-1)式）より試験体密度を用いて算出した AIJ 式値 Pνで除し
た値を縦軸とし，端距離を横軸とした。端距離 2d から 7d で端距離の増加に伴い，割裂耐
力が上昇する傾向を確認した。端距離 7d と 9d では耐力が概ね一致し，端距離 7d 以上の場
合では耐力が一定値に収束すると推測できる。Pmaxは，端距離 2d では Pνの 0.8 倍であった
が，3d で Pνと概ね一致し，4.5d で Pνの約 1.2 倍，7d，9d で約 1.5 倍となった。 
摩擦接合型コネクタを対象とした坂田らの実験 55)においても，端距離 3d と 7d の 2 面せ










図 4-6 に端距離 3d と 9d の試験体の接合部発生せん断力‐変位関係を示す。密度の影響
を考慮する目的で，接合部せん断力を AIJ 式値で正規化した値を縦軸とした。同図中に，
き裂発生時の変位δs と終局変位δu を示した。δu は最大荷重の 80%に対応する最大荷重後
の変位 67)である。図 4-7 に端距離とδu/δsの関係を示す。端距離 3d の試験体ではδu/δs




















  KTL                (4-1) 
 ここで，TL は下側許容限界値，μは平均値，σは標準偏差である。Kは試験体数により定
められた補正係数であり，試験体数 5体では 2.4634，6 体では 2.336 を使用した。 
5%下限値は，実験結果を正規分布と仮定した場合の信頼性水準 75%における 95%下側許容
限界値である。算出した Pu5%を各端距離の最大耐力の平均値 Paveを除した値(Pu5% /Pave)を図
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ただし， 
d




























 木材の支圧剛性を評価する際に用いられる小松式 34)は，径が 3.3mm から 18mm の接合具を
対象とした実験で整合性を確認している(2.3.1参照)。本工法の接合具径は43㎜と大きく，
小松式適用の可否は不明である。 




























行った。試験方法は ASTM D5764-94a(2013)に準拠した。試験体概要を図 5-2 に示す。木材
は 4章の割裂耐力評価実験に使用した木材のうち，3本の木からそれぞれ 1体ずつ切り出し







図 5-2-1 試験体概要 
 
表 5-2-1 使用木材 
試験体名 
(木材名) 
密度[kg/m3] ヤング係数[GPa] 含水率(平均)[%] 
試験体 a 
(端距離 9d-a) 
370 6.8 370 
試験体 b 
(端距離 9d-c) 
420 7.7 420 
試験体 c 
(端距離 9d-d) 











 実験より得られた初期支圧剛性と木材ヤング係数は相関係数 0.4 となり，相関関係が確
認された。すべての試験体において，初期支圧剛性は小松式による初期支圧剛性よりも高













図 5-2-3 載荷前(木材 R) 
 







た 3次元弾塑性有限要素解析を行った。解析には汎用解析ソフトの ABAQUS71)を用いた。 
 
5.3.1 解析概要 























5.3.2 Hong モデル再現性の確認 







は接合具径が 6.4mm 以下の場合 4.5d，6.4mm 以上の場合は 1.8d の半円である。本解析では
接合具径 3.3 ㎜と対象としているので，foundation モデルの領域は 4.5d とした。なお，降
伏応力度は foundation モデルも非 foundation モデルでも同じ値を使用する。 







表 5-3-1 Hong モデル 
 ヤング係数 [N/mm2] せん断弾性係数 [N/mm2] ポアソン比 
Abaqus EX EY EZ GXY GXZ GYZ νXY νXZ νYZ 
方向 EL ER ET GLR GLT GRT νLR νLT νRT 
Sugi 9240 570 570 1060 1060 200 0.02 0.34 0.44
Sugi 
foundation 405 67 67 72 72 23 0.06 0.34 0.44
 Yield stress (N/mm2) Shear yield stress (N/mm2) 
L R T LR LT RT 





























































          （5-1） 
 
図 5-3-2 3 次元弾性体 
















































クス D に，Hong モデルの材料特性を対応させ弾性マト
リクスを作成する。 
 






























































同じものとし，幅 170 ㎜，高さ 52.5 ㎜，厚さ 105 ㎜の Half-hole 型とした(図 5-3-5)。木
材下面を完全固定とし，直径 43 ㎜の鋼棒を変位制御により木材繊維直交方向下向きに載荷
した。加力点に発生する反力の合計を鋼棒の投影面積で除し支圧応力度を算出した。支圧
変位は鋼棒の木材繊維直交方向変位(DY)とした。材料特性は Hong モデルに準ずる。 





(a)Half-hole 型              (b)Full-hole 型      





 解析より得られた支圧応力-変位関係を図 5-3-6 に示す。初期剛性は小松式値の約 1.4 倍
を示した。5.2 の支圧実験で得られた初期剛性は小松式値の約 1.3 から 1.9 倍という関係性
であったため，解析においても概ね同じ傾向を示すことを確認した。 
 Half-hole 型と Full-hole 型の解析結果を比較すると，Half-hole 型に比べ Full-hole 型
の初期支圧剛性は約 1.2 倍の値を示した。 
 
 






































































































































































































































































































































摩擦がある場合(M01,M02,M03)において，座金のめり込みがある場合(M02,M03)は M01 の約 2
倍の初期剛性を示した。 












































































































































































































析モデル 3,7,10)などが提案されている。しかし，これらの対称とする接合具径は 3.3 か
ら 18 ㎜を対象としている。 
 
(3) 一体化接合具を用いた場合の割裂破壊パラメータ Crの評価を目的として，端距離を実
験変数とした 2 面せん断実験（せん断実験その 1）を行った。試験体は，端距離 4d，




断実験（せん断実験その 2）を行った。端距離は 2d，3d，4.5d，7d，9d の計 5種とし，
各 6体ずつ試験を行った。端距離 2d から 7d では端距離の増加に伴い割裂耐力が上昇
した。端距離 7d と 9d では耐力が同程度となり，7d 以上で割裂耐力は一定値に収束す
ると推定できる。耐力のばらつきの評価を目的に，各端距離の最大耐力平均値 Paveの
5%下限値 Pu5%を木規準 65)に準拠して算出した。Pu5% /Paveは端距離 3d 以上では 0.65 か
 
65 


















鋼板間の摩擦係数が 0.25 で，かつ，座金のめり込みが 0.5mm 生じた場合において小
松式値の約 3.5 倍の初期剛性を確認した。実験結果と小松式の関係性と解析結果と小
松式の関係性は概ね一致し，本解析モデルを用いることによる接合部繊維直交方向の
せん断剛性の定量的な評価の可能性を確認した。 
 
 
  




















































